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論文
ソ連の経済改革と財政制度
佐 藤 博
はしがき
1960年代にはソ連，東欧の社会主義諸国において相次いで経済改革が実施さ
れた。ソ連では1965年9月の党中央委員会の決定にもとづき経済改革が行なわ
れたが，この改革は，それまでのものと異なり，画期的な性格をもっていた。
いわゆる「新経済制度」は，漸進的なかたちで国民経済に浸透していったが，
改革以後すでに 8年を経過した現在においては，改革の特徴や意義を検討する
より，むしろ改革の結果について評価を与える段階であるといえるかもしれな
い。1) しかしながら，今回の経済改革は，ソ連の財政制度の改革と密接な関係
をもち，財政制度や財政運営に対し著しい影響と変化を与えている。すくなく
とも経済改革に伴う財政諸制度の変化は，ソ連の社会主義財政制度が確立した
1930年の財政改革に匹敵するといっても過言でない重要な特色をもっている。
経済改革，新経済制度の特徴や意義については，すでに多くの論評が加えられ
ているが， 2) 今回の改革を財政改革という面でとらえて検討しているものは少
ないようである。本稿は， 1965年のソ連の経済改革を財政改革という点で把握
1)特に財政問題についての改革の再検討は， C.A.CHTapHH, no,!l pe,!l., <l>HHaHCOBble 
npooJieMbl B CBeTe peWeHHH xxiv C'be3,!la Knee, 1972の研究に詳しい。また
わが国では，吉田靖彦「ソ連の経済改革」ソ連・東欧学会年報(1)1972に興味ある論
評が見られる。
2)特に， J.Wilczynski, Socialist Economic Development and Reforms, 1972は，
社会主義諸国の経済改革について詳細な紹介と検討を行なっている。
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し，新経済制度の特徴を明らかにすると共に， 1930年以来の財政政策の発展と
今後の財政制度の推移という歴史的観点をふまえて，今回の財政改革の意義，
特色といったものを明らかにし，一定の評価を与えようとするものである。
1. 経済改革の特徴
経済改革の端緒となった1965年9月の党中央委員会総会におけるコスィギン
報告では，改革の大きな柱として計画管理の改善と生産の経済的刺激の強化の
2つが強調されていた3)。 いわゆる 「利潤方式」の採用といわれるこの改革
は， 1つには利潤を生産効率の指標とし， 2つには利潤分配方式を改善するこ
とによって，労働者や企業の経済的刺激を強化する点にあった。9
いうまでもなく経済改革の目標は，国民経済のいっそうの発展を目指すもの
であったが， とくにソ連の経済発展の流れという点から見ると，今回の改革
は，生産の量的拡大政策 (extensivegrowth) から生産の質的充実政策（
intensive growth)への転換を意味するものであったといえる。 これまでの
ソ連の経済発展政策は，資本，労働，土地などの生産要因を量的に拡大すると
いう基調をもって進められてきた。これに対し改革の目的は，生産性の向上，
労働の効率性の増大，資本利用の改善等，いわば経済のインテンシヴな発展の
方向に経済管理方式や経済政策を転換させることであった。
たとえば，生産効率指標を従来の生産高指標から利潤指標に転換させたり，
投資効率指標を重視したり，資本の効率的利用を促進したりするための一連の
措置を導入している。
もうひとつ見逃がすことの出来ない重要な改革は，政策のレバーとして従来
とられてきた行政的方式から，経済的方式への転換，換言すれば，直接的，指
示的政策方式から，間接的，誘因的政策方式への転換が行なわれている点であ
る。すでにソ連では， 1957年の経済改革によって，このような方向性が与えら
3)野々村一雄他編訳『ソヴェト経済と利潤』昭和41年， 276-293頁参照。
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れてきたが，今回の改革は， 「経済的刺激（誘因）の強化」 という考え方に見
られるように，この方向性が一段と強められている。このことは，今回の改革
で導入された利潤配分方式のなかに明確に示されている。すなわち企業の総利
潤の分配の面で，第 1次的に国庫へのさまざまな納付金が控除され，第2次的
に「経済的刺激基金」（内容的には，物的奨励基金，社会文化費および住宅建
設基金，生産発展基金の 3つが含まれる）の控除が企業に認められ，労働者，
企業の双方の生産努力に対する誘因が意図されている。
さらに，利潤分配制度の第 1次的支払いの面では，これらの物的刺激の要因
が，経済の効率化と連係するように，国庫への利潤納付方式の改革が加えられ
ている。これらの点については，財政改革の項で詳述するが，これらはいずれ
も1950年代後半に主張されてきた「経済的に意味のあるかたち」での国民経済
の再編成の強化として理解できる。
『社会主義経済学』，『社会主義経済発展と経済改革』の著者J・ヴィルツィ
ンスキ (J.Wilczynsyi)は， ソ連を含めた社会主義諸国の経済改革の要点を
次の8つの項目に要約している。4)
1)計画策定の自由化
具体的には，計画の指令的性格を弱め，細部にわたる計画を策定しないよう
にしたこと。価値単位で表わした広い目標を設定したこと。短期計画より中期
ないし長期計画に重点を移したことなどが挙げられる。
2)企業の自主性の強化
具体的には，計画達成の方法や手段について選択の自由が拡大されたこと。
企業の経済関係に従来見られた縦の階層的な関係を，できうる限り，横の企業
と企業との水平的な連係に代えたこと。
3)利潤方式の採用
4) Cf. J. Wilczynski, The Economics of Socialism, 1970, pp, 26-29 ; または J.
Wilczynski, op. cit., pp, 48-54 [注(2)の文献］。
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従来企業活動を規制してきた数多くの指標（計画指標）を削減し簡素化した
こと。また企業活動の成果を示す指標として利潤指標を採用したこと。
4)労働者に対する物的誘因の強化
物的誘因を重視し，企業利潤の一部を労働の成果の質と量とに応じて労働者，
勤務員に，個人的あるいは集団的なかたちで配分するようにしたこと。
5)価格改訂
生産者価格を生産水準に接近させて，国からの補助金の必要性をできるだけ
少なくさせるようにし，また平均的企業に対しても一定の収益性が与えられる
ように価格を是正したこと。
6)金融，信用の役割の増加
企業の資金調達上の責任や負担を増加させたこと。たとえば，資本使用料の
導入。国庫からの無償還の資本投資方式から長期信用による有償的な資本投資
方式への転換が行なわれたこと。
7)生産と分配の連係の緊密化。
8)貿易促進のための指導強化。
以上は，いずれも1960年代にソ連はじめ東欧の社会主義諸国で導入された経
済改革の特徴を列挙したもので，国によってその強度や具体的施策にはかなり
の相違があるが，われわれの問題としているソ連の経済改革の特徴や傾向を捕
捉することは出来る。もちろん，それぞれの項目は相互に不可分に関連し合っ
ており，基本的には，経済的合理性に基づいたインテンシヴな経済発展を指向
するものと理解される。たとえば， コスィギン報告に見られるように，「企業
の経済的自由性を拡大するため，上から企業におろされる指標の数を減らすよ
うに提案する。それと同時に，計画に含められる指標は生産効率を高めるよう
なものでなければならない」6) とし，実際において，義務的計画指標の数を 8
つの基本的指標に整理し，どれだけ作られるかという総生産高指標から，どれ
5)野々村一雄他編訳，前掲書， 277頁。
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だけ売れるかという生産物販売指標への転換や，利潤額，収益率指標といった
生産の質的効率指標の採用を行なっている。これらは物的誘因を高めるための
利潤分配方式の改革とあいまって，いずれも上述の各項目の特徴に有機的に結
びつくものと考えられる。さらに経済改革のそれぞれの特徴は， その大部分
が，国家予算と国営企業との関係としてとらえた財政政策の転換，予算と企業
との間の財政制度の変革の面に最もよく反映されている。とりわけ経済改革の
中心をなしている利潤分配方式の改革，経済的刺激強化措置，生産の効率化方，
策等は，予算と企業の財政関係の改革を通じて，はじめて可能となるものであ
る。それゆえ，財政改革という視点に移して，経済改革の特徴を再編成しなが
ら検討を与えてみたい。
2. 財政制度の諸改革
ソ連財政を分析する場合，国家部門あるいは公共部門全体の財政活動を同一
の財政次元として取り扱われることが多い。たしかに資本主義諸国との財政比
較という点では，公共部門の経済活動すぺてを財政分析の対象として採り上げ
ることが望ましいといえる。しかし，同じく公共部門の経済といっても，すべ
ての企業を公有化している社会主義経済の場合に，行政活動を担当する予算部
門と生産活動を担当する企業部門を，国家財政という同一次元で取り扱うこと
は，事態の本質を見誤るおそれがある。というのは，同じく財政活動といって
も，行政活動の原理と企業活動の原理とはおのずから異なるからである。事
実，ソ連の財政学者も，この点をかなり明確に区別しているものが多い。たと
えば財政上の議論において，予算部門の財政を「全国家的財政」と呼び，企業
部門の財政である「企業・諸部門財政」と区別して検討される場合が多い。
このような予算部門の財政活動の特質について，ャ・ゲ・リーベルマン
(51. r. JI両epMaH)は，予算部門を資金あるいは所得の非等価的配分を行なう
ものとみなして，企業その他の等価的（労働に応じた）配分と対置させてい
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る。 6)通常，ソ連においては，本源的•第 1 次的所得の形成過程を分配の過程，
非生産的分野をも含めた追加的•第 2 次的所得の形成過程を再分配の過程とみ
なしているが，もし，所得の非等価的配分の過程を再分配の過程とみなすこと
が承認されれば，ソ連の国家予算は，マクロ的にみて所得の再分配を担当する
ものと理解できる。7) ソ連財政の重要な 2つの機能として主張される分配機能
と統制機能は， このような再分配あるいは非等価的・行政的な分配機能とし
て，不可分なかたちで統一されると考えられる。
以上のような考え方を基礎として，予算部門と企業部門，予算部門と私的部
門をとらえたとき，はじめて，これまでのソ連の財政政策や財政改革のもつ意
味を明らかにすることが出来るのである。たとえば1930年の財政改革以来，ソ
連の貨幣的蓄積の形態は，取引税と利潤を中心として行なわれてきた。また，
このような貨幣的蓄積は，国民経済に対する投資資金あるいは社会的消費基金
として利用されてきた。これらの資金蓄積と資金利用の総体を財政活動として
とらえることも出来る。けれども，そこに予算部門と企業部門の関係が全然現
われてこない。実際においては，｝ことえば1968年には，貨幣的蓄積のうち取引
税部分は全額が国庫へ集中されたが，利潤は，その65彩が国庫へ， 35彩が企業
の自己資金として蓄積され， 8) また資金利用の面でも，国民経済への投資は，
53彩が国庫つまり予算部門から， 47彩が企業の自己資金つまり企業部門から支
出されているのである。9) また社会的消費基金にしても，約90彩が予算部門か
ら，残り10彩前後が企業部門から支出されている。従って最近のソ連の財政制
6) SI. r. JIHoepMaij, rocy仄apCTBeHHbliiOIO八況eTCCCP s CHCTeMe 9KOHOMH'leCKHX 
KaTeropHH co可H8JIH3Ma,≪Bonpocbl 9KOHOMHKH≫No. 10, 1962, crp. 38~46. 
7)再分配過程の定義については，一般的規定と歴史的特殊的規定の双方が見られ明確で
はないが，このような見解が可能となる論拠については次を参照。 B.TI.八b只'leHKo,
no仄peA,<l>HH8HCOBO・Kpe仄HTHbliiCJIOBapb, TOM JI , 1964, における 'nepepacnpe-
仄eneHHe'(再分配）の項。
8) A.M. BHpMaH, QqepKH Teop皿 CoseTCKHX<l>HH8HCOB, 1972, CTp. 9. 
9) A.f. 3sepes, Ha'IHOH8JlbHblii AOXOA H <l>HHaHCbl CCCP, 1970, crp. 181. 
160 
ソ連の経済改革と財政制度（佐藤） 2為9
度や財政改革の検討，評価をなすに当っては，このような国家部門のなかの予
算部門と企業部門の相互関係を明らかにし，その変化のもつ意味を問わなけれ
ばならない。
ア・ゲ・スヴェーレフ (A.r. 3sepes)は，企業と予算という関係から，今
回の財政改革を特徴づけて次のような諸点に要約している。10)
1)国家予算収入面における資金蓄積形態および蓄積方法の改革
このなかには， a)フォンド納付金（資本使用料）の導入。 b)取引税その
他の納付金の軽減。 c)取引税課税方法の改革および取引税の各レベルの予算
への配分方法の改革が，含まれている。特に注目すぺき改革は，このうち a)
フォンド納付金の導入である。より正確には，従来国営企業，経済組織から予
算に納付されていた［利潤控除」あるいは「利潤控除金」を廃止し（ただし新
経済制度ー一新経営方式一ーに移行した企業だけで，その他の企業ではこの制
度が残存している），その代りに， 1)フォンド納付金； 2)固定（地代）納
付金， 3)余剰利潤納付金の 3つの利潤納付金形態を導入した。これらについ
ては，次節で検討することにしたい。
2)利潤計画および利潤利用方法の改革
すでに経済改革のところで述べたように，新経済制度の下では，利潤の役割
が増大した。経済改革の柱の 1つとなっていた経済的刺激の増大のため，企業
の留保利潤の配分方法を改善し，生産性の向上，収益率の増大，資本節約等が
出来うる限り敏感に労働者や企業に反映できるような方法が採用された。
企業の総収入から総支出を差引いた総利潤は，第 1次的に，生産フォンド納
付金，固定（地代）納付金，銀行信用利子支払いに当てられ，第2次的に，経
済的刺激フォンドといわれる各種基金に配分される。これらの基金は，物的奨
励基金，社会・文化および住宅建設基金，生産発展基金の 3つから成ってお
り，旧企業基金制度の大改革を意味する。旧制度では，「計画超過遂行の利益」
10) TaM me, CTp. 188 -197. 
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が特に強く反映されるシステムになって，企業の関心が計画利潤よりも計画超
過利潤の方に強く向けられ，計画によって予定される利潤を出来うる限り低く
押えようと努力し，刺激的措置が，生産的努力とは無関係なかたちで，より多
い超過利潤を獲得しようとする傾向に強く働いていた。たとえば， 旧制度で
は，「計画利潤」については， その 1~6%が企業フォンドに控除されるのに
対し，「計画超過利潤」については，その20~60%が企業プォンド控除に認め
られていた。新制度では，このような欠陥が是正され，たとえば，経済的刺激
基金のうちの 1つである「物的奨励基金」については，「計画利潤」と「計画
超過利潤」の差別的取扱いを廃止し，むしろ逓減的な控除率を適用するよう改
正された。この物的奨励基金は，賃金額をベースとし，これに対して販売高や
利潤額の増加への努力の割合を乗じて算定される。11)またこの基金は，労働者
の生産的努力に対するプレミアム（報奨金）として支払われている。
労働者に対するもうひとつの刺激基金である「社会・文化および住宅建設基
金」も上述の「物的奨励基金」とほぼ同じような基準で算定し，利潤から控除
される。この基金は住宅や文化厚生施設の建設，修理およびその他の文化的，
厚生的サービスに利用される。
「生産発展基金」は，企業に対する経済的奨励基金で，一部は固定資産（生
産固定フォンド）をベースに，一定の生産努力指標12) を乗じて計算し，利潤
から控除され，また一部は企業の減価償却必要度，特に固定資産に対する減価
償却必要度を考慮して，減価償却基金から控除される。 13) この基金は，新技
11) M.A. BapyH, CnpaBO'IHHK no伽H8HCOB0・3KOHOMH'leCKHMpac'leTaM, 1971, crp. 
123-4, の計算例を参照。
12)これらの生産努力指標は，前年度をベースとした販売高，利潤などの増加率が採用さ
れている (TaM泣e,crp. 124-5). 
13) C.A. CHrap只H,no八pe八.,3的 eKTHBHOCTb oo~eCTBeHHOro npOH3BO.ZJ;CTB8 H 
佃H8HCbl,B hlnycK I, 1968, crp. 94. また 1970年（計画）では，減価償却基金
からの控除63.1%,利洞から35.4%, その他1.5%となっている (BHpMaH, yiは3.
coll., crp. 202). 
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術の導入や機械化のための投資その他企業の生産開発のための投資に利用さ
れ，非集中的投資（計画外の分権的投資）の資金源泉となっている。14)
なお総利潤は，第3次的に，企業の生産拡大その他の計画的必要に支出され
る。この部分は，そのほとんどが計画によってあらかじめ定められた金額と目
的に利用されるもので， 集中的投資（自己資金によるもの）， 借入金による集
中的投資資金の返済その他の計画の枠内での支出に当てられる。総利潤が，以
上のように第 1次的支払いから第 3次的支出までの各目的に配分された残額
は，余剰利潤として予算へ控除される。
このような企業利潤の配分方式の改革は，いわばミクロ的な企業財務の問題
であるが，ひとつには，予算部門と企業部門との利潤の配分の面で，独立採算
制の強化と企業留保利潤の比重の増加というかたちで，量的ないし質的に，っ
まり経済的剌激の方法を通じた利潤率上昇の努力と国庫収入の確保の点で，マ
クロ的な予算部門の財政と結びつき，またもうひとつには，資本投資に対する
融資の面で，予算資金による投資と企業の自己資金による計画外投資あるいは
計画投資というかたちで，同様に，ミクロ的な企業財務の改革が，マクロ的な
予算財政の問題に連がりをもってくる。従って，この新方式による利潤分配制
度は， ミクロ的な企業の利益および関心を，マクロ的な国家予算（国庫）の利
益および関心に，より緊密に結びつけたものと理解できる。 15)
3)予算的資金供与方式と信用的資金供与方式の有機的結合
1965年の経済改革にともなう財政制度の改革のなかで，最も特徴的な変化の
1つは，従来の無償的財政投資方式から有侯的財政投資への転換である。この
14) 1969年に，このような経済的刺激基金全体に控除された金額は，利潤の 9.0彩に相当
する。また基金の構成は，物的奨励基金44.3彩，社会・文化および住宅建設基金20.5
％，生産発展基金30.3彩，その他4.9形となっている (TaMme, cTp. 101, 196). 
15) 1969年実績では，総利潤の39彩が国営企業・経済組織に留保された。部門別では，・エ
業38彩，農業87彩，運輸29彩，・通信44彩，商業52彩，建設44% と•なっており，農業部
門の留保が大きい (TaM況e,crp. 101). 
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転換は，しばしば，予算への利潤納付金制度の改革をも含めて理解されてい
る。「フォンド納付金」という一種の資本使用料を徴収する方式を迎入した点
がそれである。しかしこの予算収入の措置は，直接的に財政投資資金との連係
はなく，むしろ企業利潤の国庫納付金制度の改革に主眼を置いている。それゆ
え広い意味で，国民経済的視点に立って，はじめてこの資本使用料を財政投資
の有償化の一環と見なすことができるのである。
この財政改革の特徴の第 3の項目で表わされている信用による投資資金供与
方式への改革は，直接的な財政資金の有償化を表わしているものである。社会
主義的投資資金の供給方式として最も特徴的であった予算資金からの無償的，
補助金的投資方式は，かなり長期にわたってソ連経済の発展に寄与してきたこ
とは事実である。企業利潤の一部を国庫へ納付する「利潤控除金」制度と取引
税制度とは，いずれも予算に集中された集中的貨幣蓄積と呼ばれ，無償で，従
ってまた非等価的な方式によって国民経済その他の目的に再分配されてきた。
新経済制度の下では，投資資金供給方式としての信用の役割が重視され，既
存企業の再建設や拡張のための投資や，新規建設のための投資についても，投
下資本の回収期間が比較的短いもの (5年以内のもの）は，長期信用によって
まかなわれることになった。このように無償の予算資金投資から有償の長期信
用資金投資に切り換えた主なねらいは， 1)建設のプロセスの迅速化， 2)資
本回転の促進， 3)投資効率の向上にあるといわれる。
経済改革の当初においては国家の投資計画（集中的投資）の約半分を，この
ような銀行長期信用によってまかなうことが計画されたが， 1969年の実績で
は，集中的投資の23.5%が予算資金， 73.5%が企業の自己資金， 3.0%が長期
信用資金によってまかなわれており， 16)有償的な銀行信用の比重はかなり低い
水準にある。またこのような長期借入金の返済には，利潤の一部および減価償
16)仄.A.A血 axuep11.皿，如HaHCblH CO暉 aJJHCTH'leCKOeBOCI1pOH3B0l1.CTBO, 1971, 
CTp. 173. 
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却資金の一部が当てられている。
予算による償還不要の資金供給は， 1)回収期間が 5年以上の新規建設企
業， 2)計画の段階で赤字が計上されている企業・経済組織， 3)収益性が極
端に低い企業・経済組織， 4)住宅建設その他非生産的目的の対象物に対する
資金供給，に向けられる。これらの資金供給は，その大部分が予算支出面の国
民経済費からまかなわれている。
固定資産に対する資金供給方式の改革と同時に，運転資本（流動フォンド）
に対する融資も改められ，企業自身の責任によって生じた運転資本の不足は，
予算資金による補填方式をとらず，企業の自己資金によって補填されることに
なった。 これらの措置は，有償的な信用供与方式への転換と合せて， いづれ
も，利潤計画の達成，借入金償還という面で企業の財務上の責任性を高揚する
ねらいがあった。
4)財政計画の改善
企業責任の増大と共に，財政計画の分野では企業の権限が拡大し，直接企業
によって立案される傾向が現われている。計画改善の内容としては， 1)生産
面の指標と財政面の指標との適合性を保証すること， 2)計画の部分的変更を
認めるようにすること， 3)計画策定段階で経営内部の資源的あるいは資金的
余力を発見できるような誘因を作り出すことである。
5)連邦予算の役割の増大
利潤原則の採用，利潤配分方法の改革等に示されるように，予算と企業の間
に分権化傾向が見られるのに対し，経済政策や財政政策の統一化，それぞれの
工業部門の管理運営方法の統一化の必要から，行政を担当するソ連国家予算の
内部では連邦予算の重要性が増大し，集権化傾向を示している。第 1表の各レ
ベルによる予算の構成によって明らかなように，フルシチョフ政権によって押
し進められた分権政策によって， 1950~1960年の間には，共和国予算の比重が
著しく大きくなっているのに対し， 1965年の経済改革以降は，逆に連邦予算の
比重が高まってきている。このような予算制度の集権化を押し進めた 1つの要
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第1表連邦予算と共和国予算
1940 1950 1960 
100 100 100 
75.9 76.8 41. 2 
24.1 23.2 58.8 
第2表取引税，利潤控除の予算間配分
（彩）
1967 謳）
100 100 
51. 5 55.7 
48.5 44.3 
（彩）
取 引 税 利潤納付金
1950 I 1960 1968 1950 I 1960 I 1968 
国家予算 100 100 100 100 100 100 
連邦予算 87.7 64.9 59.8 60.0 34.2 53.8 
共和国予算 12.3 35.1 40.2 40.0 65.8 46.2 
（資料） A.r. 3eepee, 邪a.co1., crp. 201より作成。
因は，第 2表に見られるように，予算間の利潤納付金の配分である。取引税に
ついては，むしろ分権化の傾向が見られるのに対し，利潤納付金の集権的配分
の傾向はそれを上回るものがある。またこのような集権化の傾向は， 1957年の
フルシチョフの経済改革によって地方分権化の重要な「てこ」となったソフナ
ルホーズ（国民経済会議）が廃止され，それに代って各工業省の管理体制が出
来上がったことにも起因している。
3. 利潤納付金制度
取引税と利潤控除金を基幹とした社会主義財政収入体系は， 1930年の財政改
革によって史上初めて社会主義財政制度の現実的形態として出現したものであ
る。 1965年の経済改革は，このような財政収入体系に根本的変更を加えた。こ
のうち取引税については，貨幣的蓄積政策と密接な関係を持ち，その制度的改
革というよりむしろ経済的機能の変化と財政収入的役割の変化に特徴が見出だ
される。これについては次の「むすび」の項で付言したい。ここでは，経済改
革に伴う財政改革の核心といっても過言でないところの利潤控除金制度の改革
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に焦点を合わせて制度の説明と改革の意義を検討することにする。
すでに述べたように，経済改革によって新経済制度（新経営方式）に移行し
た企業に対しては，従来の利潤控除金が廃止され，新たに，フォンド納付金，
固定（地代）納付金，余剰利潤納付金のそれぞれ異なった 3つの納付金を設置
した。実際には新経営方式への漸進的移行17)_という経済改革の性格を反映し
て，未転換の旧経営方式の企業（収益性の低い企業が多い）からは今だに旧利
潤控除金が予算に納付されている。従って新旧合わせて 4本立ての利潤納付金
が存在していることになる。第3表は，これらの利潤納付金の構成と推移を示
したものである。ここで見られるように，利潤納付金に占める旧利潤控除金の
比重は，経済改革後かなり急激に減少し，新経済制度への移行の速度を知るこ
第3表予算における利潤納付金の構成 （彩）
国民経済全体 （内訳）工業部門
納付形態
19661 19671 1968 1966 1 1967 1968 I 1969 1969 
旧利潤控除金
1.， 5 ' 
68 38 24 I 90 59 31 13 
生産フォンド納付金 ， 19 26 3 10 19 28 
固定（地代）納付金 3 5 5 6 7 8 
余剰利潤納付金 20 36 42 4 25 43 51 
（資料） A.M. BHpMaH, 011epKH Teop皿 CoeeTCKHX<l>HHBHCOB (2), 1972, CTp. 106. 
とができるが，同時に1969年においても新方式に移行してない企業がかなりあ
ることが分かる。たとえば利潤納付金をベースにして測ると，国民経済全体で
17)工業企業の新方式への移行は，実際には次のように行われた。 1966年には 700の企業
(1.5彩），生産物の 8彩，利潤の1696,1967年には， 5,500の企業 (30%),利潤の40
彩， 1968年には， 23,000の企業，生産物の 70彩以上，利潤の 80%,1969年には， 33.
600の企業，生産物の70%以上，利潤の 8096,1969年には， 33,600の企業，生産物の
8096以上，利潤の9096,1971年には， 41,000の企粟 (83%),利潤の 9596となってい
る (CM. si.r. JIH6epMaH, rocy仄apCTBeHH国t610仄寓eTCCCP, 1970, cTp. 111 ; 
M.C. ATJJac H ,lp., no.ll pe仄．，如HBHCOBbliiMeXaHHSM B08仄e如CTB皿 HanpoHa-
BO,llCTBO, 1972, CTp. 69). 
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は24彩が，また工業部門だけについてみると13彩が旧制度の利潤控除金の納付
を行なっている。そこで次に新しい 3つの納付金について検討してみたい。
1) 生産フォンド納付金 (TIJiaTa3a npOH3B0JJ.CTBeHHble中OHJJ.bl)
より正確には「生産固定フォンドおよび基準運転資金納付金」 (TIJiaTa sa 
()CHOBHble npOH3B0JJ.CTBeHHble中OHJJ.blu HOpMHpyeMble o6opOTHble cpeJJ.CTBa) 
といわれているものであり，訳語としてはむしろ「生産フォンド使用料」（
Charge for the us~of fixed assets and working capital) とした方が適
切であると考えられるが， 18)特に租税的な関係を含意させるために「納付金」
とした。19)
生産フォンド納付金の計算の基礎は，生産固定フォンド（建物，施設，機
械，設備等の固定資産を指す）の帳簿価格による年平均額および基準運転資金
（商品や原材料等の基準在庫高）の年平均額となっており，生産固定フォンド
については，企業の自己資金である生産発展基金から創り出されたもの (2年
間），銀行信用によってまかなわれたもの（操業開始から 2年間）は，納付金
を支払わない。他方，運転資金（流動資産）については銀行融資を受けていな
い部分についてだけ徴収される。賦課率は，多くの場合6_%となっているが，
収益性水準の低い企業については3%の軽減率が適用される。また赤字企業（
計画段階で赤字の出る企業）等については納付金が免除される。軽減率や免除
の適用は，連邦または共和国の閣僚会議および財務省の協議によって決められ
る。20)
このフォンド納付金は，利潤納付金制度の中核をなすもので，導入当初の考
18)英語訳は次を参照， D.A.Allakhverdyan, ed., Soviet Financial System, 1966, p, 
141. 西欧では， しばしば資本使用料 (capitalc~arge) と呼んでいる (CJ. J. Wil-
czynski, op. cit., P; 蕊〔注(4)の文献〕）．
19)たとえばこれを生産フォン F税 (HanorHa npoH~BOJJ.CTBeHHble 中OH/1.hl) と呼ぶも
のもいる (Casa1. 皿 l>OKOB,中HHaHCOBO.KpeJJ.HTH紐 CHCTeMaH吋ゆeKTHBHOCTb
9KOHOMHKH, 19Z1, .CTp. 138) ,.
20) CM. M.P. Asapx, Cnpaso呻 HKno rocy11.apCTBeHHhlM JJ.OXOJJ.aM, 1972, CTp. 143. 
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えでは，取引税に取って代わるべき予算収入の重要な源泉になるものと予定さ
れていた。特に，このフォンド納付金は，その経済的機能として，経済改革の
基本目的である社会的生産の効率化を達成する重要な誘因であると考えられ
た。21)生産の量的拡大という従来の経済政策は，計画指標と無償の予算資金に
よる投資との結合によって，より多くのアウトプットを獲得するため，より多
くのインプットを行なうという傾向を生み，さらには，不要不急の機械設備を
導入し，それら．が有効に稼動していないという弊害までもたらした。生産の効
率化ということは，換言すればこのようなアウトプットとインプットの連係を
保ち，出来る限り少ないインプットによって出来るだけ大きいアウトプットを
生み出すことに外ならない。このような意味で，生産の効率化はフォンド効率
性（中OH瓜OOT八aqa) の向上，あるいは投資効率性（吋ゆeKTHBHOCTbKaIIHTaJib・ 
HbIX BJIO水eH雌）の増大の問題となってくる。22)
さらに，フォンド納付金制度は，行政的措置として計画レベルで，効率化を
図るのではなく，経済的誘因を通じて企業レベルで効率化を図るという，言わ
ば刺激的効果をもつ点が大きな特徴である。つまり資源ないし資本の浪費を厳
格な計画の策定や直接的な罰則をもって是正するのではなく，企業留保利潤の
増大を目指す活動が，資本の効率的利用の必要性と結びつくという誘因的な制
度である。しかもこの場合の誘因効果は，単に利潤総額に対する一定率で賦課
される利潤控除金の場合よりも大であることは言うまでもない。
21) CM. B. fapoy30B, 3KOHOMH'leCKaH pe中opMaH中HHaHCbI,≪KOMMJHHCT≫1968, 
No.3, crp. 47. 
22)これらの効率指標は， ミクロ的，マクロ的あるいはフロー，ストックのかたちでそれ
ぞれ次のように示すことができる。いま投資額を .tJK,国民所得を H,企業利潤の増
加額を .dTTとすると，投資効率係数 K は，マクロ的には， K=H/.dK, ミクロ的に
は， K=.dTT/.dKとなる。また資本砒を K, 生産高（販売高）を P, 利潤額をnとす
ると，フォンド（資本）効率性係数 K'は， K'=P/Kとなり，また収益性（利潤率）
r は， r=TT/K となる(_JI. A. PyoaHOB H ,np., 中HHaHCblCO'IHaJIHCT四 ecKoii
npOMbilltneHHOCTH, 1969, crp. 148参照）．
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以上のフォンド納付金の経済的効果は次のようなかたちで説明される。いま
生産物の販売量を Q,販売価格をP,生産物の原価を C,利潤額を G,固定資
産の年平均価値額をF,流動資産の年平均価値額を Vとすれば，収益性（利潤
率） Rは次式によって求められる。
Q(P-C) G R=-F+V (1), あるいは， R= (2) F+V 
さらに，フォンド納付金を T,賦課率を tとすれば，企業留保利潤 Cdは，
Cd=G-Tとなり， T=t(F+ V) であるから， Gd=G-t(F+ V) となる。従
って， もし利潤 Gと賦課率 tが一定であれば， F+Vつまり生産フォンド
を節約することによって企業留保利潤 Gdが増大する（ただし，これ以外の納
付金や控除金は無いものとする）。また上掲の (1)式および(2)式で示されるよう
に，収益性は，生産物の販売高の増加，生産費の引下げ，従ってまた利潤額の
増大によって上昇するが，同時に，フォンド利用の改善と節約によっても上昇
する。
すでに見たように，新方式への移行が相当程度進捗しているにもかかわら
ず，利潤納付金の基幹となるべきフォンド納付金の予算納入額はかなり低い水
準にある。このことは第 4表に見られるように利潤配分構成で示されるフォン
第4表工業部門の利潤配分
1966 1969 
利 澗 総 額 100 100 
予算納付金 ?3 62 
旧利潤控除金 59 7 
フォンド納付金 4 17 
固定（地代）納付金 5 
余剰利潤納付金 10 32 
企業留保利潤 2? 38 
経済的刺激基金その他 ， 14 
基本建設投資資金 4 15 
その他の資金 14 ， 
（資料） M.C. ATJiac H .np., no八pe.n.,yKa3. CO'I., CTp. 67. 
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ド納付金負担の割合にも現われている。とくに残額控除の性格をもち，生産の
効率化には積極的効果を持たない余剰利潤納付金の割合が最も大きくなってい
る現状に照して，フォンド納付金の賦課率引上げの提案，さらには差率的な賦
課率導入の主張が行なわれている。23)同時に，経済的効果の面でもフォンド納
付金の収益性向上に対する効果の弱さが指摘されている。シタリャン (C.A.
CHTap.aH)によれば，改革当初の予定では， 1971年には工業部門の収益率が40
彩程度になるものと推定されたが，実際には18.9彩にしかなっていない。24)こ
れは 1つには，フォンド納付金の収益率上昇への剌激効果が弱いことに原因が
あるとみられている。
そこでフォンド納付金が，どのようにして企業の収益性増大に対する刺激と
かかわるかを示してみよう。いまフォンド納付金 Tと，収益性 Rの留保利潤
（いわば手取利潤ないしは可処分利潤）らに対する感応度（あるいは誘因度）
Sとの関係を見ると次式のようになる。 25)
S= JG, j-4:. 邑
G-T R (3), 従って， S=
G 
G-T (4) 
この場合の Sは収益性に対する可処分利潤弾力性を示すもので， Sが大であ
ればそれだけ収益性増大に対する経済的誘因が大きいことになるわけである。
(3)式において分母の収益性増大の割合が一定だとすると， Tつまりフォンド納
付金が大きいほど収益性増大に対する感応度は強くなることが分かる。 (4)式は
(3)式から導き出されたもので， 26)一般的に納付金Tが増大するほど Sが大とな
23) H.B. fapeTOBCK雌， noハpe.l, 如 HaHChlH Kpe.llHT B YCJIOB皿 X X03雌CTBeHH•
oft pe中OpMbl,1969, CTp. 118-135. 
24) C.A. CHTap皿， no仄pe仄．，邪as.CO'I., 1972, CTp. 119-120 [注(1)の文献］．
25)ここでは留保利潤がすべて経済的刺激基金となるようなシステムを想定しているが，
実際には留保利潤の一部 (1970年では約20%)が，このような基金として利用される
にすぎない点を注意すべきである。
26)前掲(2)式より， R=G/F+V,T=t(F+V), これらを(3)式に代入すると(4)式が導き
出される。
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ることを示している。たとえば資本 (F+V) が 100,利潤が 20,従って収益
性が0.2であるとき，フォンド納付金賦課率が 5%,従って納付金が 5である
場合は， (4)式によって誘因度は約1.33となり，収益性を10%引上げても留保利
潤は約13.3%しか増加しない。これに対し賦課率を10%とし納付金を10にする
と，誘因度は 2.0となり，収益性の10%の増加は，手取利潤の20%の増加に反
映する。 27)
従って，納付金賦課率の増大は，国庫収入の確保という面だけでなく，生産
の効率化のための経済的刺激を高める効果をもつのである。このことはまた差
率的フォンド納付金の主張の論拠ともなりうる。たとえば，同一の資本額，従
ってまた同額の納付金を支払う企業を比べた場合，収益性の高い企業ほど，上
述の収益性に対する誘因度が弱くなる。28)それ故，経済的剌激の効果を高める
ためには，収益性の差異によって差率的な納付金を設定する必要が生じてく
る。またこの点が，次に述べる固定（地代）納付金賦課の 1つの論拠にもなっ
ているのである。
(2) 固定（地代）納付金 (<I>HKCHpOBaHHbie[peHTHbie] IIJiaTe氷H)
財政改革によって新たに実施された利潤納付金の 1つの形態で，土地などの
自然的条件あるいは運輸などの地理的条件によって特に有利な企業が獲得する
差額地代的な利潤部分を国庫へ納付する地代納付金と，技術その他経済的諸条
件などのため企業活動とは無関係に収益性が他の工業部門より高くなっている
企業が利潤の一部を国庫へ納付する固定納付金から成っている。前者たとえば
採取工業部門では，原則として，生産物単位当り一定額の固定（地代）納付金
を納付し，後者たとえば製造・加工工業部門等においては，売上額（卸売価格）
に対する百分率あるいは固定額で固定（地代）納付金を納付する。しばしば，
27)これらの関係は，一定収益に対する定額税の経済的作用に類似する。
T 
28) (4)式を変形すると， S= G-T +lとなる，従って資本額が同じ場合，収益性つま
り利潤が増加するほど Sは小となる。ただし累進的賦課率の適用は，かえって収益性
増大へのインセンテイヴを弱める効果もある。
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これらは「固定納付金」として一括されている。
改革前では，このような差額地代的要因は取引税の税率操作を通じて是正さ
れてきたが，改革後は，特に前述の経済的刺激を考慮して利潤納付金制度の一
環として徴収されるようになったのである。29)採取工業（石油，ガス，鉄鉱石
等）の場合についてみると，差額地代的要因の利潤を獲得している企業の収益
性Rと工業部門全体の平均収益性品との差額を標準として納付金が決定され
る。いま当該企業の生産量を Q,単位当り卸売価格を P, 原価を C, とすれ
ば，当該企業の収益性Rは(1)式によって与えられ，従って単位当り固定納付金
額 Trは次式によって計算される。 80)
R-Ra Tr= (F+ V) (5) Q 
ただし実際の計算においては，部門の平均収益性 R、は，そのまま基準とし
て使用されず，当該企業の企業活動を評価した収益性 R'、（企業活動の成果と
見なされる部分を考慮に入れて平均より若干高くする）を基準として使用す
る。他方，加工工業の固定納付金の場合は， (5)式の定額 Trあるいは次のよう
なかたちの定率 Tiで賦課される（この場合も Raは R'、で計算される）。
T戸
R-Ra 
QP (F+V) (6) 
固定納付金は，第3表に見られるように国庫収入的意義は少ないようであ
る。むしろその導入の目的に明らかなように，経済的刺激の強化のため差額地
代的要因を規制するという経済的効果をねらったものと見ることが出来る。問
題は，恐らく差額地代的要因の捕捉あるいは査定の点で起ってくると思われ
る。現行の制度では，部門平均収益率を上回る部分について，企業の活動自体
から生ずると見なされる部分については，差額地代的要因から除外する措置が
講じられているが，企業活動の結果と企業活動以外の結果とを見きわめること
29)現在でも取引税は固定納付金と共に，差額地代的要因を規制する重要な手段と見なさ
れている。 (C.A.CHTap只H,IlO.!l pe仄．，邪a.CO'I., CTp. 131-2 [注(1)の文献］）．
30) H.B. fapeToBCKHA, no.!l pe仄．，邪a.col., crp. 166より作成。
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は実際にはかなりの困難を伴うものと思われる。またこの判断の適不適がその
まま経済的剌激の効果に有利にあるいは不利に働らくおそれがあるといえる。
・ (3) 余剰利潤納付金 (B3HOCblCBOOO八HOroOCTaTKa rrpHObIJIH) 
文字通り訳せば遊休残高利潤納付金となる。企業の総収入から総費用を差引
いた総利潤から，予算への納付金，銀行への利子支払金，経済的刺激基金（こ
の部分が本来的な留保利潤である），集中（中央集権的）投資その他の計画的
支出金を控除したあとに残った残高利潤であり，企業として使途が予定されて
いない利潤部分である。このような利潤部分を国庫へ納付する余剰利潤納付金
制度は，その意味で，ミクロ的にはなんら積極的な経済政策の手段となるもの
ではない。しかし，マクロ的には，企業利潤を自己資金と予算資金に分かつ重
要な機能を果している。換言すれば，余剰利潤納付金は，これまでの旧利潤控
除金と同じく，純然たる国庫への貨幣的蓄積の集中形態として機能しているの
である。
第3表が示しているように，納付金総額のなかで最大の比重を占めているの
がこの余剰納付金であり， 1969年には納付金総額の51彩を占めていた。また総
利潤をベースに見ても余剰納付金には最高のシェアーが与えられている（たと
えば1970年には総利潤の35彩ー一第4表参照）。いうまでもなく余剰納付金の
シェアーを減少させるためには，企業留保利潤を増加する必要がある。このよ
うな内部留保への控除には二通りの方法がある。第 1は経済的刺激基金の増加
であり，第 2は企業の計画的支出金の増加である。前者は計画外の投資その他
の目的に利用され非集中的資金 (He"leHTpaJIH30BaHHblecpe仄CTBa)と呼ばれて
いる。後者は，国民経済計画に基づいた企業支出のための資金で，予算の集中
的資金 ("leHTpaJIH30B8HHblecpe瓜c-raa)に対応して分権的資金 (,ne"leHTpaJIH-
30B8HHble cpe八CTBa)と呼ばれることが多い。しかし企業の処分権（ただし制
限された意味において）をふまえた分権的資金は前者の経済的刺激基金であ
る。その意味で，この項目への利潤配分額の増加と余剰納付金との関係が企業
管理の分権化のポイントとなるのである。
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? ? ?
財政政策の中心であった利潤納付金制度の検討に多くのスペースを取られた
ので，財政改革のもつ歴史的意義，換言すれば，今回の財政改革が，ソ連の貨
幣的蓄積政策にどのような転換をもたらしたかについては検討を加える場がな
かった。むすびに代えて貨幣的蓄積政策について一言触れておきたい。
すでに述べたように，ソ連において企業レベルまで含めた国家の貨幣的蓄積
の主要な形態は取引税と利潤である。ところが1957年の経済改革以来この2つ
の蓄積形態の間には重要な変化が生じてきた。第 5表は1950~1969年の貨幣的
蓄積の構成の推移を示したものである。この表に見られるように，取引税の比
重は年々減少し，反対に利潤の比重は急激に増大している。すなわちこの約20
年間に利潤部分は約3倍に増大し，取引税部分は半分以下に減少している。蓄
積構成のこのような変化は， 1つにはソ連の蓄積政策つまり広い意味での財政
第5表貨幣的蓄積の構成 （金額=10億lレー プル）
1950 I 1960 1965 I 1969 
金額1% 金額I彩，金額J% 金額J%
貨（コ幣ルホ的ー蓄ズ積を除総く額） 28.8 100 65.2 100 83.3 100 121. 7 100 
内ー 訳一
利 潤 5.2 18 25.2 39 37.0 44 72.7 60 
取 引 税 23.6 82 31. 3 48 38.7 47 44.5 36 
そ の 他(1) 8.7 13 7.6 ， 4.5 4 
（資料） A.M. EHpMaH, yxaa. col., crp. 57. ただし195碑平ついては， A.r.3BepeB, 
yxaa. col., crp 165によって作成。
(1) その他の項目のなかには社会保険納入金その他が含まれている。
政策の変化による。同時にこれらの傾向は，当然のことながら予算レベルだけ
に限定した集中的貨幣蓄積の構成に大きな変化を与えている。第 6表に見られ
るように同じ期間において取引税と利潤納付金の順位は入れ替わった。このこ
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第6表予算収入における取引税，利潤納付金の構成比重
（金額=10億ルー プル）
1950 
金額I劣
1960 I 1965 ,,., 
金額I彩金額I彩金額1%
予算収入総額 42.3 100 77.1 100 102.3 100 140.0 100 
ーそのうちー
取 引 税 23.6 56 31. 3 41 38.7 38 44.5 32 
利潤納付金 4.0 ， 18.6 24 30.9 30 48.0 34 
（資料） Hapo.nHoe xos雌 CTBOCCCP B 1970r., 1971より作成。
とは，予算部門での本来的な財政政策においても大きな変化のあったことを示
す。
取引税から利潤へ，あるいは取引税から利潤納付金へという貨幣蓄積政策，
資金調達政策の転換の基礎は， 1つには1950年代後半に強調された「経済的に
意味のあるかたちでの国民経済の再編成」という現念と，もう 1つは，今回の
経済改革の目標であった「国民経済のインテンシヴな発展」という要請であっ
たといえるだろう。経済的に意味のあるかたちでの経済の再編成にせよ，イン
テンシヴな国民経済の発展にせよ，いずれも利潤の役割の増大ということの説
明の論拠は与えてくれる。しかしながら，このことが同時に取引税の役割の低
下の論拠に果してどのように結びつくのであろうか。取引税は貨幣蓄積の「行
政的てこ」であり，利潤ないし利潤納付金はその「経済的てこ」であるという
対照が可能なのか。さらには将来において利潤納付金の増大が取引税を蚕食し
遂にはその消滅に導くのであろうか。これら一連の疑問と問題は，いつにかか
って取引税の経済的性質と機能の検討にかかわりあいをもってくる。貨幣的蓄
積政策における利潤の重視という最近の傾向は，遂にこれまでの取引税重視の
意味づけ，さらには，貨幣的蓄積における取引税の役割の解明といった問題を
改めて提起しているといえる。その意味で本稿は財政改革の検討であると同時
に財政政策上における取引税の位置づけの問題に対する序論でもある。これら
の問題は稿を改めて検討してみたい。
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（付記）本稿は昭和47年度文部省科学研究費補助金（一般研究D)助成による研究の一
部をなすものである。
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